
唐津市国民保護計画
概要版（案）

令和６年１２月４日
唐津市



1

目次

Ⅰ 総論 P.２

Ⅱ 平素からの備えや予防 P.１１

Ⅲ 武力攻撃事態等への対処 P.１６

Ⅳ 復旧等 P.３１

Ⅴ 緊急対処事態への対処 P.３３

Ⅵ 資料編 P.３５



2

Ⅰ 総論
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国民保護とは
 国民保護法は、正式には「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

律」といい、武力攻撃事態等において、武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護し、
国民生活等に及ぼす影響を最小にするための、国・地方公共団体等の責務、「避難」・
「救援」・「武力攻撃災害への対処」等の措置が規定されています。

ポイント

1. 武力攻撃事態等において、国民の生命、身体
及び財産の保護を図ることを目的としていま
す。

2. 武力攻撃事態等における国、地方公共団体、
指定公共機関等の責務や役割分担を明確にし、
国の方針の下で、国全体として万全の措置を
講ずることができるようにしています。

3. 住民の避難に関する措置、避難住民等の救援
に関する措置、武力攻撃災害への対処に関す
る措置について、その具体的な内容を定めて
います。

4. 緊急対処事態においても、武力攻撃事態等に
おける国民保護措置に準じた措置（緊急対処
保護措置）を実施することとしています。

5. 国民の保護のための措置を実施するにあたっ
ては、国民の基本的人権の尊重に十分な配慮
がなされます。

【国民保護法】

「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」

【国民の保護に関する基本指針】
・国民保護の実施に関する基本方針 ・国民保護計画及び業務計画の作成基準
・想定される武力攻撃事態の類型 ・類型に応じた避難、救援、武力攻撃災害への

対処などの措置

【指定行政機関】

国民保護計画

【都道府県】

国民保護計画

【市町村】

国民保護計画

【指定公共機関】

国民保護業務計画

【指定地方公共機関】

国民保護業務計画

計画の位置付け
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唐津市国民保護計画の目的等
 唐津市国民保護計画（以下、「市計画」という。）の目的【はじめに】

市が国民保護のための措置すべき事項及び県､指定地方行政機関､指定地方公共機関等との連携事項並びに市民が
協力すべき事項と､これらに関する業務等の大綱を定め､国民の保護に関する措置の総合的、かつ､計画的推進を図
るためのものです。
また､国民保護措置を的確、迅速に実施し、市の全機能を有効に発揮して住民の生命、身体及び財産を保護する

という責務を遂行するために定めたものです。

 市の責務【１編１ページ】
市は、武力攻撃事態等が発生した場合、市民の生命、身体及び財産を保護するために、市民等の安全な避難・救

援を的確かつ迅速な手段等により行い、武力攻撃災害による被害を最小限に抑える任務を担うことになる。

市計画に定める事項【１編１～２ページ】

市計画においては、本市の区域に係る国民保護措置の
総合的な推進に関する事項等について、次に掲げる事項
について定める。
1. 市の区域に係る国民保護措置の総合的な推進に関す

る事項
2. 市が実施する国民保護措置に関する事項
3. 国民保護措置を実施するための訓練並びに物資及び

資材の備蓄に関する事項
4. 国民保護措置を実施するための体制に関する事項
5. 国民保護措置の実施に関する他の地方公共団体その

他の関係機関との連携に関する事項
6. その他市長が必要と認める事項

市計画の構成【１編２ページ】

市計画は、以下の各編により構成する。

第１編 総論

第２編 平素からの備えや予防

第３編 武力攻撃事態等への対処

第４編 復旧等

第５編 緊急対処事態への対処

資料編
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国民保護措置に関する基本方針
 市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するために、特に留意すべき事項について、

以下のとおり、国民保護措置に関する基本方針として定める。【１編５～６ページ】

・ 基本的人権の尊重（法第５条）
・ 国民の権利利益の迅速な救済（法第６条）
・ 国民に対する情報提供（法第８条）
・ 関係機関相互の連携協力の確保（法第３条第４項）
・ 国民の協力（法第４条）
・ 高齢者、障がい者(児)等への配慮及び国際人道法の的確な実施（法第９条）
・ 指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重（法第７条第２項）
・ 国民保護措置に従事する者等の安全の確保（法第２２条）
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関係機関の事務又は業務の大綱等

 国民保護措置について、各機関等が行う業務について【１編８～１３ページ】
・市が行う業務 ・県が行う業務 ・指定地方行政機関が行う業務
・指定公共機関が行う業務 ・指定地方公共機関が行う業務

 関係行政対策本部の連絡先【１編１４ページ】
・指定行政機関等の連絡先は資料編に一括して整理

国民保護措置の仕組み 【１編７ページ】
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 社会的特徴【１編１６～１９ページ】
・道路の位置等
道路網は、国道２０２号及び西九州自動車道が福岡市から、本地域内を通り伊万里市へ、
国道２０３号は佐賀市へ、国道２０４号が東松浦半島を通り伊万里市へと通じており、
国道３２３号は、浜玉町から大和町（佐賀市）へ至り国道２６３号に連接し、北は福岡
市へ、南は佐賀市へと通じている。

唐津市の地理的、社会的特徴
 地形・気候・人口など【１編１５～１６ページ】
・地形
本市は、佐賀市の北西部に位置し、東部は福岡県、西部は伊万里湾を経て長崎県と、南
部は多久、武雄、伊万里の各市に接し、北部は玄界灘に面した地域である。

・気候
気候は、日本海型気候に属し、年平均気温は１６℃～１７℃、年間降水量１,９４０ｍm
程度で、冬期における降水量は少なく、６～８月にかけての降水量は多く、８９９ｍｍ
程度。

・人口分布
人口は、４４,１９２世帯、１１７,３７３人（令和２年国勢調査）であり、向島、馬渡
島、松島、加唐島、小川島、神集島、高島が、唐津市の海岸から数㎞離隔した所に散在
し､それぞれ住民が住居している。
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 社会的特徴【１編１６～１９ページ】
・鉄道の位置等
ＪＲ筑肥線が海岸沿いに福岡市まで、松浦川沿いに伊万里市まで通じ、またＪＲ唐津線
が佐賀市まで通じている。

・空港の位置等
市内にヘリポートは離島を含め数か所散在する。また佐賀市南部に２,０００m の滑走
路を有し､中型ジエット旅客機までの離着陸が可能である県営佐賀空港がある。

・港湾等
中央北側地区に唐津港がある。前面に点在する大島、高島等により静穏な泊地を形成
し天然の良港を形成しており､県が港湾管理者となり、重要港湾に指定され､物流の拠
点として重要な役割を果たしている。市の北西部にかけて広がる海岸線は、リアス式
地形に恵まれた呼子港、星賀港等天然の良港がある。

・自衛隊施設等
陸上自衛隊は佐賀県東部の神埼郡吉野ヶ里町に陸上自衛隊目達原駐屯地があり､九州補
給処、西部方面後方支援隊及び第３２１基地通信中隊が配備されている。また、航空部
隊として、第１戦闘ヘリコプター隊、西部方面ヘリコプター隊及び第４飛行隊が配備さ
れている。
海上自衛隊は長崎県佐世保市平瀬町に海上自衛隊佐世保地方総監部が設置されている。
航空自衛隊は福岡県春日市に航空自衛隊春日基地があり、西部航空方面隊司令部が設置
され、福岡空港内に航空救難団春日ヘリコプター空輸隊が配備されており、脊振山山頂
に西部航空警戒管制団第４３警戒隊が設置されている。

唐津市の地理的、社会的特徴
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 社会的特徴【１編１６～１９ページ】
・原子力発電所
九州電力株式会社玄海原子力発電所が､玄海町にあり､１～４号機の計４基の加圧水型
軽水炉と呼ばれる原子炉が立地している。原子力災害対策重点区域の予防的防護措置
を準備する区域（PAZ）には、肥前町、鎮西町、呼子町の一部が含まれる。緊急防護措
置を準備する区（UPZ）には、唐津市の全域（PAZを除く）が含まれる。

・石油コンビナート等関連施設
大島地区の石油油槽所等の大型タンク、神田西浦に唐津ガス株式会社のガス貯蔵施設が
設置されている。
※石油コンビナート等特別防災区域を指定する政令改正により、石油コンビナート関
連施設指定が解除された。

・ダム
市内には厳木ダム、伊岐佐ダム、平木場ダム等があり、また２２０か所の防災重点農
業用ため池がある。

唐津市の地理的、社会的特徴
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市国民保護計画が対象とする事態
 武力攻撃事態【１編２０ページ及び資料編（避難パターン等）】

以下に掲げる４類型の事態を対象とする。

ア 着上陸侵攻 イ ゲリラや特殊部隊による攻撃

ウ 弾道ミサイル攻撃 エ 航空攻撃

 緊急対処事態【１編２０～２１ページ及び資料編（避難パターン等）】

以下に掲げる事態を対象とする。

（１）攻撃対象施設等による分類
ア 危険性を内在する物質を有する施設等
に対する攻撃事態
(ｱ) 原子力発電施設等の破壊
(ｲ) 石油タンク、都市ガス貯蔵施設等の爆破等

イ 多数の人が集合する施設及び大量輸送
機関等に対する攻撃事態
大規模集客施設、ターミナル駅、列車等の

爆破等

（２）攻撃手段による分類
ア 多数の人を殺傷する特性を有する物質
等による攻撃事態
(ｱ) ダーティボム（放射性物質混入爆弾）等の

爆発による放射能拡散
(ｲ) 炭素菌等生物剤の航空機等による大量散布
(ｳ) 市街地等におけるサリン等化学剤の大量散

布
(ｴ) 水源地に対する毒素等の混入等

イ 破壊の手段として交通機関を用いた攻
撃が行われる事態
航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テ

ロ等
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Ⅱ 平素からの備えや予防
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 研修及び訓練【２編４３ページ】

・研修（県、国の講習など） ・訓練（近接市町、県、国との共同訓練など）

組織・体制の整備等
 市における組織・体制の整備【２編２２～３４ページ】

・各部等で平素の業務
・市職員の参集基準等
・消防機関の体制
・国民の権利利益の救済に係る手続き等

 関係機関等との連携体制の整備【２編３５～３７ページ】

・基本的な考え方（地域防災計画に基づく連携体制の活用など） ・県との連携

・近接市町との連携 ・指定公共機関等との連携 ・広域応援体制の整備

・ボランティア団体等に対する支援

 通信体制の整備【２編３８ページ及び資料編（防災情報の提供に関するシステム イメージ図）】

・非常通信体制の整備 ・非常通信体制の確保

 情報収集・提供等の体制整備【２編３９～４２ページ】

・基本的な考え方（情報を収集又は整理し、提供するための体制の整備）

・警報等の伝達に必要な準備など（伝達体制及びシステムの整備など）

・安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備
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【補足】Ｊアラート及びEmーNetについて
 全国瞬時警報システム（Ｊアラート）の概要
・全国瞬時警報システム（Jアラート）とは、弾道ミサイル情報、緊急地震速報、大津波警報など、対処に時間的余
裕のない事態に関する情報を携帯電話等に配信される緊急速報メール、市町村防災行政無線等により、国から住民
まで瞬時に伝達するシステム

 EmーNet（エムネット）の概要
・エムネットとは、官邸から関係機関に、緊急情報（弾道ミサイル等国民保護情報）を迅速に伝達するための一斉送
信システムのこと
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避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素から
の備え
 避難【２編４５ページ】

・基礎的資料の準備 ・隣接する市町との連携の確保
・高齢者、障がい者（児）等避難行動要支援者への配慮
・民間事業者からの協力の確保 ・学校や事業所との連携

 運送事業者の輸送力・輸送施設の把握等【２編４７ページ】
・運送事業者の輸送力、輸送施設に関する情報の把握 ・運送経路の把握等
・離島における住民の避難の体制整備

 避難実施要領のパターン作成【２編４６ページ及び資料編（避難パターン等）】

・複数の避難パターンを作成

 救援に関する基本的事項【２編４６～４７ページ】
・県との調整 ・基礎的資料の準備等

 避難施設の指定への協力【２編４８ページ】

・必要な情報を県に提供し、協力

・県が指定した避難施設を共有して、県と連携して市民に周知

 生活関連等施設の把握等【２編４８～４９ページ】

・生活関連等施設の把握 ・市が管理する公共施設等における警戒
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物資及び資材の備蓄、整備及び国民保護に関する啓発

 市における備蓄【２編５０ページ】

・防災のための備蓄との関係（原則として、防災のための備蓄と兼ねる）

・国民保護措置の実施のために必要な物資及び資材

 市が管理する施設等の整備及び点検等【２編５０ページ】

・施設及び設備の整備及び点検 ・ライフライン施設の機能の確保

・復旧のための各種資料等の整備等

 情報収集・提供等の体制整備【２編５０～５１ページ】

・基本的な考え方（情報を収集又は整理し、提供するための体制の整備）

・留意事項（障害発生を想定、また自然災害時において確保している通信手段の活用等）

・警報等の伝達に必要な準備など（伝達体制及びシステムの整備など）

 国民保護に関する啓発【２編５２ページ】

・国民保護措置に関する啓発（啓発の方法、防災に関する啓発と連携、学校での教育）

・武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に関する啓発
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Ⅲ 武力攻撃事態等への対処
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初動連携体制の迅速な確立及び初動措置、
市対策本部の設置等及び通信の確保

 事態認定前における緊急事態情報連絡室【３編５３～５４ページ】

・設置基準 ・設置目的 ・設置場所 ・主要活動内容 ・所掌事務等 ・配備要員

・対策本部への移行

 事態認定前における緊急事態警戒本部【３編５５～５６ページ】

・設置基準 ・設置目的 ・設置場所 ・主要活動内容 ・所掌事務等 ・配備要員

・緊急事態警戒本部会議 ・対策本部への移行

 事態認定前における緊急事態対策本部【３編５７～５９ページ】

・設置基準 ・設置目的 ・設置場所 ・主要活動内容 ・所掌事務等 ・配備要員

・緊急事態対策本部会議 ・国民保護対策本部への移行

 市対策本部の設置等【３編６０～６７ページ】

・市対策本部の設置の手順等 ・指定の要請等 ・法に基づく所要の措置など必要な調整

・市対策本部の組織構成及び分掌事務 ・市現地対策本部の設置 ・現地調整所の設置

・市対策本部長の権限 ・市対策本部の廃止

 通信の確保【３編７１ページ】

・情報通信手段の確保 ・機能確認 ・通信輻輳による生じる混信等の対策
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体制の確立及び措置
国が、唐津市に対し事態認定をしていない場合の唐津市の対応 (概要)

(他の都道府県に対し事態認定がなされている場合も含む)【３編７２ページ】

※災害対策基本法で定められている災害とは、 自然災害及び大規模な火災・爆発、 放射性物質の大量放出、 船舶等の事故等をいい、事態認定に至
らないような小規模なテロリズムや、原因不明の突発的な多数の死傷者の発生事案の場合等は、災害対策基本法が適用されることもありえる。
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体制の確立及び措置
国が、唐津市に対し事態認定をした場合の唐津市の対応（概要）【３編７３ページ】
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体制の確立及び措置
国民保護措置のための市の活動体制【３編７４ページ】
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関係機関相互の連携

 住民への協力要請【３編７８ページ】

・必要があると認める場合は、安全の確保に十分配慮して、必要な援助の協力を要請

 国、県の対策本部等との連携【３編 ７５ページ】
・国、県の対策本部との連携 ・国、県の現地

 知事、指定行政機関の長等への措置要請等【３編 ７５ページ】
・知事等への措置要請 ・知事に対する指定行政機関等の長等への措置要請

 自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等【３編 ７５ページ】
・知事に対し、自衛隊の部隊等の派遣要請（国民保護等派遣）の求めなど

 他の市町長等への応援の要求、事務の委託【３編７６～７７ページ】
・他の市町長等への応援の要求 ・県への応援の要求 ・事務の一部の委託

 指定行政機関の長等に対する職員の派遣要請【３編７７ページ】
・他の市町長等への応援の要求 ・県への応援の要求 ・事務の一部の委託

 市の行う応援等【３編７７ページ】
・他の市町長等への応援の要求 ・県への応援の要求 ・事務の一部の委託

 ボランティア団体等に対する支援等【３編７７ページ】
・自主防災組織等に対する支援 ・ボランティア活動への支援等
・民間からの救援物資の受入れ
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警報及び避難の指示等
 警報の伝達等【３編７９ページ】
・警報の内容の伝達及び通知 ・警報の内容の伝達方法 ・緊急通報の伝達及び通知

国の対策本部長による警報の発令

総務大臣（消防庁）

知事（県対策本部）

市長（市対策本部）
※武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認めら
れる地域に該当する市町村には特に優先して通知される

住民

通知

通知

通知

伝達

市の執行機関
その他の関係機関

防災情報の提供に関するシステム イメージ図（資料編）関係機関への警報の通知・伝達経路（３編 ７９ページ）
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警報及び避難の指示等

避難の指示の流れ【３編８１ページ】

 避難住民の誘導等【３編８１ページ】
・避難の指示の通知・伝達
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警報及び避難の指示等
 避難実施要領の策定【２編８２ページ及び資料編（避難パターン）】

・各執行機関、消防機関、県、県警察、海上保安部、自衛隊等の関係機関の意見を聴

いたうえで、避難の経路、手段、方法等について、避難実施要領を策定

・避難実施要領の内容は、住民、各関係機関及び報道関係者等に対して、内容を提供

・避難実施要領の例（避難パターンに示す） ・住民避難の誘導

 武力攻撃事態【資料編（避難パターン）】

以下の事例を想定した、避難パターンを作成

ア 着上陸侵攻 イ ゲリラや特殊部隊による攻撃

ウ 弾道ミサイル攻撃 エ 航空攻撃

 緊急対処事態【資料編（避難パターン）】

以下の事例を想定した、避難パターンを作成

ア 危険物質を有する施設への
攻撃

イ 大規模収容施設への攻撃

ウ 大量殺傷物質による攻撃 エ 交通機関（航空機等）を破壊
手段とした攻撃
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救援
 救援活動【３編８９ページ】
・救援活動 ・救援の補助

 関係機関との連携【３編８９～９０ページ】
・県との要請等 ・他の市町との連携 ・日本赤十字社等との連携
・緊急物資の運送の求め

 救援の内容【３編９０ページ】
・救援の基準等 ・県との連携
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安否情報の収集・提供【３編９１ページ】

照会 回答照会 回答

国 民

照会

安否情報の収集、整理及び提供の流れ【３編９１ページ】

市長

•住民基本台帳、外国人登録原票等を
参考に避難者名簿等を作成するなど
して、安否情報の収集・整理

県知事

•市町からの報告を受け、安否情報を
整理

•必要に応じ情報収集

総務大臣（消防庁）

•県からの報告を受け、安否情報を整
理

※回答は、安否情報省令様式第５号により行い、個人情報の保護に特に配慮する。
※照会は、安否情報省令様式第４号により行う。

※報告は、安否情報省令様式第３号による（原則安否情報システム。その他電子メール、FAX、電話等）

※日本赤十字社佐賀県支部から要請があった時は、その保有する外国人に対する安否情報を提供

回答

避難施設
避難住民

消防機関

県警察

輸送機関・医療機関
諸学校・大規模事業所 等

その他関係機関

【情報収集先】

収集 収集
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安否情報の収集・提供
 安否情報の収集【３編９２ページ】

• 収集 ・協力要請 ・整理

 県に対する報告【３編９２～９３ページ】
• 原則、安否情報システムで報告
• システムが利用できないときは、メール
等による報告を行う。

 安否情報の照会に対する回答

【３編９３ページ】
・照会の受付 ・回答
・個人の情報の保護への配慮

 日本赤十字社に対する協力

【３編９３ページ】

・要請があった場合は、個人の情報に配慮

しつつ、情報の提供を行う。

 その他留意事項

【３編９３～９４ページ】

安否情報システムの概要 【資料編】
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武力攻撃災害への対処
 武力攻撃災害への対処【３編９５ページ】
・武力攻撃災害への対処の基本的考え方（対処、措置要請、職員の安全の確保）
・武力攻撃災害の兆候の通報（市長、知事への通報）

 応急措置等【３編９６～１０１ページ】
・避難の指示 ・警戒区域の設定 ・応急公用負担 ・消防に関する市が行う措置等

 生活関連施設における災害への対処等【３編１０１～１１６ページ】
・生活関連等施設の状況の把握 ・危険物質等に関する措置命令
・石油コンビナート等に係る武力攻撃災害の発生防止
・NBC攻撃による災害への対処等 ・武力攻撃原子力災害への対処
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被災情報の収集及び報告

 被害情報の収集及び報告

【３編１１７ページ～１１８ページ】
・人的、物的被害状況の収集
・関係機関等と連携
・火災・災害等即報要領に基づき
（原則として、覚知後３０分以内）消
防庁へ第１報を報告

・上記、第１報を報告後も、市長が必
要と判断した場合には、直ちに、火
災・災害等即報要領に基づき、県及
び消防庁に報告

火災・災害時等即時要領（第３号様式）【３編１１８ページ】
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保健衛生の確保その他の措置、国民生活の安定に関する措置
及び特殊標章等の交付及び管理

 保健衛生の確保【３編１１９～１２０ページ】
・保健衛生対策 ・防疫対策 ・食品衛生確保対策 ・飲料水衛生確保対策

 廃棄物の処理【３編１２０ページ】
・廃棄物処理の特例 ・廃棄物処理対策

 国民生活の安定に関する措置【３編１２１ページ】
・生活関連物資等の価格安定 ・避難住民等の生活安定等 ・生活基盤の確保

 特殊標章等の交付及び管理【３編ページ１２２～１２４ページ】
• ジュネーブ条約（追加議定書）で規定される国際的な特殊標章
• 市長、消防長又は水防管理者が、必要な職員等に対し、特殊標章の交付を行う。

特殊標章等【３編１２２ページ】
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Ⅳ 復旧等
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復旧等
 応急の復旧【４編１２５ページ】
・基本的な考え方（施設等の緊急点検等、通信機器の応急の復旧、支援要請）
・公共的施設の応急の復旧

 武力攻撃災害の復旧【４編１２５ページ】
・国における所要の法制の整備等 ・市が管理する施設及び設備の復旧

 国民保護措置に要した費用の支弁等【４編１２６ページ】
・国民保護措置に要した費用の支弁、国への負担金の請求
・損失補償及び損害補償
・総合調整及び指示に係る損失の補てん
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Ⅴ 緊急対処事態への対処
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緊急対処事態への対処
 緊急対処事態への対処【５編１２７ページ】

・緊急対処事態（原則として、武力攻撃事態等への対処に準じて行う。）

・緊急対処事態における警報の通知及び伝達
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Ⅵ 資料編の整理
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資料編
 武力攻撃事態等への対処及び復旧等を想定した、必要とされる情報を整理して編さん

● 指定行政機関などの関係する団体機関等の連絡先

● ヘリポート一覧表

● 避難パターンに関する事項

● 防災重点農業用ため池

● 県内病院一覧

● 高規格救急自動車の配備状況、救急救命士の状況

● 防災情報の提供に関するシステム イメージ図

● 安否確認に関する事項

● 避難施設一覧

● 関係条例、ガイドライン

● 関係要綱、要領等


